
(法第 28条第 1項関係様式) 

平成２６年度事業計画 

(平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日) 

特定非営利活動法人 みやざき教育支援協議会 

事業活動方針 

私たちの目標は「つなぐ教育」です。世代や職種、性別を越えて、個人がつながり、それぞれ

の才能を活かしながら、教育をサポートしていくものです。 

特に情報化社会にあって ICT 機器を適切に利用しながら、地域貢献、社会貢献を図り、つなが

りを広めるなかから新しい文化基盤となるコミュニティ形成を目指しています。 

事業活動において、調査研究事業として、従来、水曜日の夜に行ってきた「教育 ICT 研修会」

を金曜日にずらし、新たに「みやざき教育 ICT フォーラム」を企画しました。参加者の利便と広

がりを期待し、より身につくワークショップを取り入れたものです。 

教育支援事業については、引き続き委託事業として ICT 支援員を宮崎大宮高等学校に派遣しま

す。また、新たに事務処理システム「SchoolPRO」のサポートを㈱九州ジェービーエーと協力して

行うことにします。県内を巡回することで、今後の支援活動に結びつくことを期待しています。

また、2015年度に宮崎市で行われる全国高等学校情報科教育研究大会について支援していきます。 

文化交流事業として、引き続き宮崎公立大学ネットワークゼミと共同して「学校教育現場から

はじめる地域防災活性化プロジェクト」事業を行い、高校生と大学ゼミ生との交流を通して、地

域防災についての関心をさらに高めることを目指します。 

ICT 支援員の育成や派遣事業は本法人の大きな柱です。シニアインターンシップや若者ジョブ

トレーニングを援用しながら、新たな研修会や講座を開催していきます。 

支援活動が委託事業や協働事業として収益につながることが理想です。そのために連携する諸

団体との信頼関係や会員相互のスキルアップが欠かせません。 

理念を共有しながら意思決定の透明化、役割分担と責任の明確化、中長期的な人材育成を中心

に、豊かなアイデアや企画が出し合えるような組織を目指していきます。 

 

1. 事業内容 

（１）特定非営利活動に係る事業 

① 教育の情報化を図る調査研究活動 

ア 教育 ICT研修会 

5月 23日（金）19:00～20:50 第 1回教育 ICT研修会 

 「教科情報とは」山口将人氏（宮崎西高等学校教諭） 

6月 14日（土）13:00～16:30 みやざき教育 ICTフォーラム 

 「小学校における普通授業での ICT活用事例」海部義人氏（ダイワボウ情報システム㈱） 

「ICT 教育を生かして魅力的な高校国語の授業をしたい～教職大学院までいってきました

～」橋口和歌子氏（都城西高等学校教諭） 

 「宮崎工業高校での ICT活用授業の実践報告」釘崎隆史氏（都城工業高等学校教諭） 

 ワークショップ「一人一台の授業効果と課題」 

8月 22日（金）19:00～20:50 第 2回教育 ICT研修会 



 「ICT機器を使ったカイコの解剖授業」黒木和樹氏（宮崎大宮高等学校教諭） 

11月 21日（金）19:00～20:50 第 3回教育 ICT研修会 

 「小学３年生の ICT活用実践」佐野 工氏（宮崎市立池内小学校教諭） 

2月 21日（土）13:30～16:30 九州 ICT教育支援協議会研修会（兼第 4回教育 ICT研修会） 

 

イ 教育 ICT研究大会等派遣（旅費補助） 

 大会名  全国高等学校情報教育研究大会（埼玉大会）他、全国大会規模 

 実施時期 5月～3月 

 対象者  会員 

 実施内容 教育 ICTに関わる研究、研修（要報告書） 

 

② 教育現場の情報化を支援する活動 

  ア ICT支援 

 実施時期 平成 26年 4月～平成 27年 3月 

 対象   県内県立学校 

 実施内容 校内 LAN、事務処理システム、ICT授業相談 

 

イ ICT支援員講習会 

 実施時期 平成 26年 8月～平成 27年 3月 

 対象者  教育の情報化に関心のある者（教職員、一般市民） 

 実施内容 校務情報化、ICT活用授業、機器操作、Webサイト管理 

 

③ 文化交流事業活動 

ア 高校生による聞き書き地域防災（「ぴ～すけハイスクール」事業） 

 内 容 ：リアル熟議 inみやざき、聞き書き報告作成（製本化） 

 対象者 ：高校生、大学生、教職員、一般市民など 

 実施時期：平成 26年 5月～平成 27年 3月 

7月 26日（土）12:00～16:30 宮崎公立大学共同研究室 1.2 

12月 20日（土）13:00～16:30 宮崎公立大学講義棟多目的演習室  

 

イ 広報活動 

 実施時期 年２回程度 

 実施内容 情報誌の発行 

 配布対象 県内高校、大学、企業、教育委員会など 

 

ウ 収益事業 

各団体 Webサイト管理 


